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要旨

【目的】外務省海外在留邦人数の調査報告（外

務省領事局政策課平成27年度要約版）による

と、海外で生活している (3か月以上海外に在

留）日本人は増加傾向にある。世界地域別の

邦人数は、北米に次いでアジア地域で多い (37

万9,498人、約 29%)。アジア地域の中でも、

マレーシアは、邦人のロングステイ先として、

2006年から 2014年にかけて世界第一となって

いる。近年、長時間の座位行動は、肥満、糖尿病、

心疾患など種々の健康アウトカムに影響する

ことが示されている。しかし、海外在留邦人

のライフスタイル、とくに座位行動の実態お

よびその関連要因に関する研究は極めて少な

い。本研究の目的は、海外在留邦人における

座位行動時間の実態とその関連要因について

明らかにすることである。

（方法】対象は、マレーシア、ペラ州都イポー

市に在留している 20歳以上の邦人75人であ

る。75人に対し、現地ボランティアの協力に

よる自記式質問紙の横断調査が実施された。

座位行動時間の評価は、生活場面別座位行動

尺度を用いた。我々は、平日および休日それ

ぞれ6項目（移動2項目・仕事1項目・余暇3

1)神戸大学大学院保健学研究科

国際保健学領域 国際保健協力活動分野

2)早稲田大学 スポーツ科学学術院

項目）の生活場面別座位行動時間の総計より l

日あたりの総座位行動時間（分）を算出した。

また、社会人口統計学的関連要因は、年齢、性、

教育歴、婚姻状況、 BodyMass Index (BMI)、

就労状況について調査した。統計学的手法に

は、t検定およびピアソンの積率相関分析が用

いられた。統計学的有意差判定の基準は 55%

である。

【結果】最終解析対象者は、 75人中、71

人であった。対象者の属性は、年齢(>65 

歳） 51.4%、男性62.0%、教育歴 (12年以下）

26.8%、既婚者90.1%、就労者39.4%、過体重・

肥満 (BMI~ 25.0kg/m 2) 18.3％であった。

平均年齢は 58.1土 14.3歳、 1日あたりの総座

位行動時間は411.3士 211.7分であった。総座

位行動時間は、男性(P<0.01)と就労者(P<0.01)

で高値を、また、年齢(>65歳）、既婚者(P=0.03)

で低値を示した。また、年齢と総座位行動時

間には負の相関関係（r=-0.41,P<0.001) を認

めた。

［結論】海外在留邦人における 1日あたりの

総座位行動時間は 411.3分であった。また、そ

れに関連する社会人口統計学的要因として、

年齢、性、婚姻状況、就労状況等が示された。

緒言

平成26年 10月現在の外務省海外在留邦人

数の調査報告 1)によると、海外で生活してい
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る (3か月以上海外に在留）日本人は 129万

175人で、前年より 3万1,912人（約 2.54%)

の増加となり、本統計が開始された昭和43年

以降最多となっている。世界の地域別による

邦人数は、北米 （47万7,507人、約 37%)、ア

ジア (37万9,498人、約29%)、西欧 (20万4,711

人、約 16%)で、これら 3地域で全体の 8割

を占める。

アジア地域の中でも、マレーシアは、邦人

のロングステイ先として、 2006年から 2014年

にかけて世界第一となっており （財団法人口

ングステイ財団） 2)、その数は、年々増加傾向

にある。

海外在留邦人と健康管理に関して、広重ら

(1999) 3) は、途上国への赴任者とその家族に

対する約 30か国・ 70都市での健康に関する調

査において、ストレスに関連するとされる不

定愁訴、視力低下、皮膚疾患などに対する早

急な対策が必要であると報告している。また、

マレーシア人の肥満率は、 1996年は、 4.4%、

2006年は 14％へと 10年間で約 3倍以上増加

している 4)。さらに、肥満、高血圧、脂質異常

症などのリスクファクターは、心血管系の患

者数を増加させる要因となることも指摘され

ている 5)0 

一方、身体活動（運動やスポーツ，体を活発

に動かす生活活動）を行うことは，肥満や糖尿

病、高血圧や一部のがんなどさまざまな疾病

の予防や改善のみならず，要介護状態に陥るこ

とへの予防や悪化防止にも効果的であること

が国内外の多くの研究によって明らかにされ

ている 6)0 

しかし、近年、欧米諸国の研究によって、

身体活動を定期的に実施していても、座位行

動（座っているだけの行動）の時間が長い人は、

さまざまな健康リスク （総死亡、肥満、糖尿病、

心臓疾患など）を増加させる可能性があるこ

とが明らかになってきている ”。 また、諸外

国の成人と比較して，日本の成人は、一日の座

位行動時間が最も長いことも明らかになって

いる 8)。このような状況から、邦人のライフ

スタイルを視野に入れた健康づくりのために

は、身体活動の時間を増やすことだけではな

く、座位行動の時間を減らすことも重要であ

ると考えられてきている。

しかし、海外在留邦人が増加する中で、そ

のライフスタイルに関する調査は少ないのが

現状である。とくに、座位行動の実態および

その関連要因に関する研究は極めて少ない。

そこで我々は、 ‘海外在留邦人における座位行

動時間と年齢や性などの社会人口学的要因は

関連する ＇という仮説を立て、それを検証すべ

く以下の検討を行った。

本研究の目的は、海外在留邦人における座

位行動時間の実態とその関連要因について明

らかにすることである。

研究方法

1.研究デザインおよび対象

本研究のデザインは、横断的研究である。

対象は、 2015年現在、マレーシア、ペラ州都

イポー市に居住し、かつ本研究に同意が得ら

れた 20歳以上の邦人75人である。全 75人に

対し、自記式質問紙による調査が実施された。

自記式質問紙の調査は、本研究に同意が得ら

れた対象者に対して、現地ボランティアらの

協力により、手渡しにて配布された。自記式

質問紙は、対象者がそれに記入した後、現地

ボランティアらによって回収された。

2.調査内容

調査内容は、生活場面別座位行動と社会人

口統計学的関連要因であった。

自記式質問紙は、計量心理学的特性 （信頼
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性と妥当性）が確認されている Workforce

Sitting Questio皿 aire9)を参考とし、作成され

た生活場面別座位行動尺度である。その内容

は、過去 1週間における座位行動時間を生活

場面別に以下の6項目より評価されるもので

ある。①移動：車の運転・乗車、②移動：公

共交通機関利用中、③仕事中、 ④テレビ• D 

VD視聴中、⑤移動中および仕事中以外での

PCやタブレットpC, スマートフォン利用

中、 ⑥その他の余暇活動中（本や新聞を読む、

おしゃべり、音楽を聞く）。我々は、各項目に

対して、就業日と休業日における 1日あたり

の時間について対象者に回答を求めた。また、

過去 1週間の就業日数についても質問した。

我々は、質問紙回収後、就業日と休業日それ

ぞれ6項目（移動2項目・仕事1項目・余暇

3項目）の生活場面別座位行動時間の総計より

1日あたりの総座位行動時間（分／日）を算出

した。

社会人口統計学的関連要因については、年

齢 (65 歳未満 •65 歳以上）、性（男性・女性）、

教育歴 (12年以下・ 13年以上）、婚姻状況（非

既婚・既婚）、就労状況（フルタイムまたはパー

トタイム就労者・非就労者）、身長、体重が調

査された。我々は、得られた身長、体重より

Body Mass Index (BMI)を算出し、 25kg/m 

2以上のものを過体重・肥満として分類した。

3.検討項目

検討項目は、 1)最終分析対象者、 2)社

会人口統計学的関連要因と 1日あたりの総座

位行動時間の実態、 3)社会人口統計学的関

連要因別の 1日あたりの総座位行動時間の比

較、 4)社会人口統計学的関連要因と総座位

行動時間との関連であった。

4.統計学的手法

統計学的手法として我々は SPSS23.0J 

statistical software (IBM SPSS Japan, Inc., 

Tokyo, Japan) を用いた。各指標は、平均値

土標準偏差または割合（％）として算出された。

統計学的手法には、対応のないt検定および

ピアソンの積率相関分析が用いられた。統計

学的有意差判定基準は 5％である。

倫理的配慮

本研究は、神戸大学大学院保健学研究科保

健学倫理委員会の承認を得て、ヘルシンキ宣

言に基づき実施されている。本研究施行に際

し我々は、対象者に、研究の目的、方法、個

人情報の保護、同意撤回の自由について文書

で説明し、書面による同意を得た。

結果

l)最終分析対象者

自記式質問紙の回収率は、 78人中 75人

(96.1%)であった。また、 75人のうち 4人分

の自記式質問紙回答データに欠損および二重

回答等が認められた。そのため、それらにつ

いては、解析対象より除外された。したがって、

最終分析対象者は、 75人中各指標の解析が可

能であった71人 (94.6%)であった。

2)表 lに対象者の属性を示した。対象

者の属性は、年齢 (65歳以上） 51.4%、男性

表 1

最終分析対象者 (n=71)

年齢 (%65歳以上） 51.4 

性（％男性） 62.0

教育歴 (%12年以下） 26.8

婚姻状況（％既婚者）90.1 

就労（％）39.4

過体重・肥満

(%Body mass i ndex~25. Okg/mり 18.3
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教育歴 (12年以下）26.8%、既婚者

就労者39.4%、過体重 ・肥満 (BMI

~ 25.0kg/mり18.3％であった。平均年齢は

58.1士 14.3歳、 1日あたりの総座位行動時間

62.0%、

90.1%、

は411.3士211.7分であった。

3)図lに対象者の属性別の 1日あたりの

総座位行動時間の差異について示した。総

座位行動時間は、 年齢 （65歳未満482.9土
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172.6分vs.65歳以上 350.4士 226.7分，t=-2.6,

P=0.009)、性（男性466.1土 228.8分 vs.女性

306.5土 121.1分，t=3.7,P<0.001)、就労状況

（就労者557.2士211.9分 vs.非就労者312.8土

145.8分，t=5.2,P<0.001)、婚姻状況 （非既婚

者597.1土 154.8分vs．既婚者389.6土 207.7分，

t=3.2, P=0.01)で差を認めた。しかし、教育歴

(12年以下390.8土 164.6分 vs.12年以上418.2

土 226.6分，t=0.5,P=0.59)と過体重・肥満 (BMI

~ 25.0kg/m 2 430.7士 187.6分 vs.BMI< 

25.0kg/m 2 406.6士218.5分，t=-0.4,P=0.69に

差はなかった。

4)図2に年齢と総座位行動時間との関連

について示した。年齢と総座位行動時間には

負の相関関係 (r=-0.41,P<0.001)を認めた。

考察

本横断的研究は、海外在留邦人における座

位行動時間の実態とその関連要因について調

査された初めての研究である。本研究の結果、

1日あたりの総座位行動時間は411.3分であっ

た。また、それは、年齢、性、就労、婚姻状

況において差異を認めた。さらに、年齢と総

座位行動時間には負相関関係を認めた。

世界20カ国の成人を対象にした平日座位時

間の国際比較研究 8)では、日本人成人の座位

時間は最長 （中央値で420分／日）で、多く

の日本国民が座り過ぎていることが示されて

いる。本研究における 1日あたりの総座位行

動時間の平均値は、 411.3分／日であった。こ

のことから、本研究結果は、日本国内在住の

日本人成人の平日の座位時間の値と近似する

ものと考えられた。

本研究では、男性は女性より、就労者は非

就労者より、また非既婚者は既婚者より、総

座位時間は長いことが明らかとなった。Thorp

ら10)は、オーストラリア人就労者193名（平

均年齢37.2歳、男性34.2%、既婚者67.4%、

教育歴；postschool qualification, 77%) の座

位行動の実態について、活動量計 (Actigraph

GTIM)を用いて調査している。その結果、

彼らは就業時間中の座位行動の割合は77.0%

であったのに対し、非就業時間中は63.0％と

14％の差異があることを示している。先行研

究と本研究では、年齢、性、婚姻状況、教育歴、

仕事形態等について本研究とは相違がある。

そのため、本研究結果と彼らの調査結果をそ

のまま直接比較することはできない。しかし、

本研究結果における‘就労者においては、非就

労者に比し、座位時間は長くなる ＇という点で

は、彼らの先行研究を支持するものと考えら

れた。

最近の他の研究では、世界保健機関 (World

Health Organization: WHO)によって推奨さ

れている身体活動量を実施していたとしても、

一日の総座位時間が11時間 (660分／日）以

上の成人は4時間 (240分／日）未満の成人に

比し、総死亡のリスクは 1.40倍も高値を示す

ことが報告されている 11)。本研究による総座

位行動時間は、年齢、性、就労、婚姻状況別

の平均の値は、いずれも660分を下回っていた。

しかし、それらは、若年から中年、男性、就労者、

そして非既婚者では、総座位時間は長くなる

傾向にあった。以上より 、総座位時間と総死

亡のリスクの観点からは、それらに対する座

位行動の改善を図るための新たな取り組みが

必要になるものと考えられる。

本研究では、教育歴や過体重・肥満につい

ては、差異はなかった。このことから、教育

歴が総座位行動時間に及ぼす影響は少ないも

のと考えられる。しかし、過体重・肥満につ

いては、高齢者を対象とした横断研究では、

座位行動 （テレビ視聴時間）時間と過体重・

肥満には関連するという報告 12)がある。以上
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より、過体重・肥満と総座位行動時間との関

連については、過体重・肥満の判定基準をよ

り詳細に分類し、検討する必要があるものと

考えられる。

米国で実施された NationalHealth and 

Nutritional examination Survey 2003-2004 

および2005-2006年に参加した高齢者を含

む成人 6235人における年代ごとの活動量計

(Actigraph model 7164, Pensacola.FL) デー

タでは、 20歳代から 30歳代における総座位

行動時間はわずかに減少するが、それ以降は、

年代が上がるにつれて増加することが報告さ

れている 13)。すなわち、高齢者の座位行動時

間は、若年者や中年者よりも長い傾向にある。

しかし、本研究では、逆に、年齢と総座位行

動時間には負相関関係を認めている。つまり、

高齢者よりも青年期から中年期において座位

行動は長くなる傾向にあった。推察される理

由の一つとして、本研究参加者における高齢

者は、リタイアメント後の海外での在留者が

多くを占めることにより、それらは、若年や

中年者に比し、日頃よりなんらかの運動（例

えばゴルフ）や身体活動を行う機会が多かっ

た可能性がある。すなわち、高齢者における

運動習慣の有無が総座位行動時間の抑制に寄

与した可能性もある。また、先行研究の結果は、

本研究とは、総座位時間の評価方法が異なる

ことから、得られた結果をそのまま活用する

には留意を要する。したがって、この詳細に

ついては、今後さらなる検討を要するものと

考えられる。

研究の限界と今後の課題

本研究は、横断的研究であることから、因

果関係については言及できない。また、座位

行動時間は、移動、仕事および余暇の総時間

で示されている。したがって、各生活場面で

の座位行動時間の詳細については明らかでは

ない。加えて、本研究は、無作為抽出法によ

る研究ではなく、かつ一都市のみで施行され

たものである。そのため、本研究結果を一般

化する際には留意を要するものと考えられる。

さらに、本研究で用いた生活場面座位行動尺

度は、自記式であったことから、思い出しバ

イアスや不正確な推定等、生じた可能性もあ

る。

総括

本研究は、海外在留邦人を対象とし、自記

式質問紙を用い、網羅的に座位行動時間の実

態と社会人口学的関連要因について調査され

た初めての研究である。1日あたりの総座位行

動時間に関しては、年齢、性、就労、婚姻状

況にて差異があること、また、年齢と総座位

行動時間には関連があることが示された。本

研究の知見から、それらに対して、座位行動

の改善を図るための新たな取り組みが必要に

なるものと考えられる。また、その際には、

生活場面を考慮した方策についても今後検討

すべきと考えられる。
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本研究結果の公表について

本研究内容は、‘‘海外在留邦人における座位
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行動時間の実態と社会人口学的関連要因”と

いう演題名で、第51回日本理学療法学術大会

（札幌）にて発表された。
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